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分権推進のための課題解決の工程表について 【政策地域部（旧総合政策部）】 

№ 発言者 発言内容（要旨） 対応の方向等 担当室課 
工程表 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 

１ 地方分権改革への取組みのあり方について 

１ 相 原 

委 員 

○ そもそも地方分権は、国家にとってどう

いう意味があるのか、どうすれば国際競争

力のあるいい国になるのか、国内の制度疲

労で地方の独創性や活力が低下しているの

ではないかといった視点から検討が必要で

ある。 

○ 江戸時代の分権型社会において、藩財政

を確保するため地域は独自の発展をしたが

、明治維新以降、欧米を追い越すために中

央集権の下で近代化を進めた。こうした背

景を踏まえれば、今後、中央集権と地方分

権のバランスをとりながら、日本の国家の

ためにもなる地方分権を推進していくべき

である。 

○ 知事会としても、平成１９年５月に地方分

権推進特別委員会に国と地方のあり方小委員

会（委員長、山田京都府知事）を設置し、２

１世紀にあるべき地方分権改革について議論

を重ねているところであり、その議論の方向

や提案の趣旨に沿って、課題を整理し、全国

知事会等とも連携しながら、その実現に取り

組んでいく。 

政 策 推 進 室 １ 方策検討 

・国と地方のあり方について課題を

整理し、全国知事会等と連携し、

その実現に取り組んでいく 

  

・地域主権改革の動向等を踏

まえながら、地方としても

対応を検討 

【取組結果】 

・全国知事会の『「第二期地方分権

改革」への提言』や地方六団体の

「地方財政確立・分権改革推進に

関する決議」等を通じ、その実現

に取り組んでいる。 

【取組結果】 

・全国知事会の要請活動や、地方

六団体の「地方分権推進全国大

会」等を通じ、その実現に取り

組んでいる。 

【取組結果】 

・全国知事会の「この国のあ

り方に関する研究会に参画

し、『将来に希望を持って

生きられる「この国のあり

方」について』を取りまと

めた。 

 

２ 小笠原 

委 員 

○ 地域の実態に合わせた地域づくりや限界

集落などの問題に対応するためには、地方

の自立が必要であり、そういう中での地方

分権のあり方を考えることが必要である。 

○ 地方が自立するためには、第１次分権改革

で取り組んだ「自治行政権」の確立、三位一

体改革で取り組んだ「自治財政権」の確立に

加え、条例制定権の拡大などを通じた「自治

立法権」の確立が必要であるが、これは第２

期地方分権改革の大きな課題と認識しており

全国知事会等とも連携しながら、その実現に

向けて取り組んでいく。 

政 策 推 進 室 １ 方策検討 

・地方の自立のために必要な 課題

を整理し、全国知事会等と連携し

、その実現に向け取り組んでいく 

  

・同上 

【取組結果】 

・全国知事会の『「第二期地方分権

改革」への提言』や地方六団体の

「地方財政確立・分権改革推進に

関する決議」等を通じ、その実現

に取り組んでいる。 

【取組結果】 

・全国知事会の要請活動や、地方

六団体の「地方分権推進全国大

会」等を通じ、その実現に取り

組んでいる。 

【取組結果】 

・地方行財政検討会議の構成

員として、今後の地方自治法

の抜本見直しにおいて条例制

定権の拡大の視点を提言。 

 

 

３ 川 村 

委 員 

○ 地方分権改革の考え方について、市町村

によって温度差があると考える。特に、入

口での議論が足りなかったとの反省があり

、このことを何とかしなければならない。 

○ 分権改革を推進するためには市町村と住民

の理解が不可欠であることから、今後も、全

国知事会や地方分権改革推進委員会の審議状

況などに関する説明会等を通じ理解を促して

いく。 

政 策 推 進 室 １ 意識醸成等 

・住民等の理解を促進するため、分

権改革に関する説明会を開催 

  

・同上 

【取組結果】 

・市長会等の研修会において分権改

革の動向について説明しているほ

か、自治体職員向けのセミナーを

開催している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組結果】 

・地方団体等の研修会において分

権改革の動向について説明して

いるほか、自治体職員等向けの

セミナーを開催している。 

【取組結果】 

・時事通信社と共催による自

治体実務セミナーや、外部講

師を招聘したセミナーなど、

市町村を含む職員向けセミナ

ーを開催している。 

・日本自治学会総会・研究会

の開催地事務局として、広く

県民への参加も呼び掛け、地

方分権に関わる議論を本県を

会場に実施した。 

 

 

資料６ 
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分権推進のための課題解決の工程表について 【政策地域部（旧総合政策部）】 

№ 発言者 発言内容（要旨） 対応の方向等 担当室課 
工程表 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 

４ 北 村 

委 員 

○ 第１次地方分権改革は、機関委任事務を

廃止したが、それを規定する法律の構造に

ついては、手を付けることなく終わった。

現行法は、機関委任事務時代に制定された

ことを認識すべき。義務付け・枠付けが強

い現行法は、違憲状態になっているものも

尐なくない｡霞が関には、これを改正する意

欲がなく、自治体の側から、「あるべき法

律状態」を提案する必要がある。 

○ 知事会でも地方分権推進特別委員会に６つ

のプロジェクトチームを設置し、国の過剰関

与の調査、随時提言等を行っており、この調

査を通じ問題点を明らかにし、政府分権委員

会に改善策を提案している。今後も、御意見

を踏まえて、全国知事会等とも連携しながら

継続して取り組んでいく。 

 

政 策 推 進 室 １ 方策検討 

・法制的な仕組みの横断的な見直し

を継続して実施 

 ・地域主権改革の動向等を踏

まえながら、地方としても対

応を検討 

【取組結果】 

・全国知事会の『「第二期地方分権

改革」への提言』や地方六団体の

「地方財政確立・分権改革推進に

関する決議」等を踏まえ、地方分

権改革推進委員会が第２次勧告を

公表。 

【取組結果】 

・地方分権改革推進委員会の第３

次勧告を踏まえ、義務付け・枠

付けの見直しを主な内容とする

地方分権改革推進計画が策定さ

れた。 

【取組結果】 

・義務付け・枠付けの廃止や

地方自治法の抜本見直しを含

む今後の地域主権改革の方向

性として、地域主権戦略大綱

が閣議決定。 

・地方から一層の義務付け・

枠付けの見直しを促進する観

点から、知事会で構造改革特

区を共同提案（23項目）。 

・地方自治法の抜本見直しに

ついては、地方行財政検討会

議の構成員として参画し、提

言。 

５ 稲 葉 

委 員 

国と地方の法的に保障された協議の場の設

置を国に要望すべきではないか。 

法律に基づく国と地方の協議組織として、「

（仮）地方行財政会議」を設置するよう、全国

知事会をはじめ、地方六団体が要望しているほ

か、県の単独要望においても要望しているとこ

ろ。 

政 策 推 進 室 1 提言活動等 

・（仮）地方行財政会議の設置の要

望 

・分権推進ＷＧの設置、検討 

  

・同上 

【取組結果】 

・全国知事会の『「第二期地方分権

改革」への提言』や地方六団体の

「地方財政確立・分権改革推進に

関する決議」等を通じ、その実現

に取り組んでいる。 

【取組結果】 

・全国知事会の「国と地方の協議

の場の法制化ＰＴ」や地方六団

体の「地方分権推進全国会議」

等を通じて、法制化に向け取り

組んでいる。 

【取組結果】 

・国と地方の協議の場の法制

化を含む地域主権改革関連３

法案が国会提出。 

・早期成立に向けて、知事会

及び地方6団体共同で要請を

継続している。 

・事実上の国と地方の協議が

開始されるとともに、地域主

権戦略会議に地方からも参画

し協議を行っている。 

６ 熊 坂 

委 員 

国と地方は対等協力の関係であることに鑑

み、地方自治に影響を及ぼす事項について、

地方から国への要望、提言がなされたとき

は、国は、真摯に遅滞なく回答すべきであ

り、その義務を制度化すべきである。 

地方自治法第263条の３の規定により、内閣又

は国会に対して意見具申が可能な制度があり、

内閣は、これに遅滞なく回答することとされて

いる。 

政 策 推 進 室 1 提言活動等 

・分権推進ＷＧの設置、検討 

 ・同上 

 

 

【取組結果】 

・分権推進ＷＧにおける検討 

【取組結果】 

・全国知事会の「国と地方の協議

の場の法制化ＰＴ」等を通じて

検討していく予定。 

【取組結果】 

同上 
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分権推進のための課題解決の工程表について 【政策地域部（旧総合政策部）】 

№ 発言者 発言内容（要旨） 対応の方向等 担当室課 
工程表 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 

２ その他 

７ 相 原 

委 員 

○ 民間事業者への補助金が本来の目的どお

り使われなかった場合の返還について、民

間事業者が倒産したような場合でも、市町

村のみが補助金の返還義務を負い、市町村

を通じて補助した国と県は、返還義務を負

わないようであるが、これはおかしい。国

と県は、事業者に直接補助すべきである。 

○ 「補助金等に係る予算の執行の適正化に関

する法律」では、国の補助金について何らか

の問題が生じた場合、間接補助の場合等は、

まず国から県等に対して返還が命じられるこ

とになっており、これまでの事例でも県が一

定の負担をしてきているところである。 

○ 地方分権の推進のため、国への要望の中で

も、国庫補助金については、地方の裁量の発

揮・自由度の拡大につながるよう（補助負担

率の切り下げや交付金化等ではなく）完全廃

止及び税源移譲の方法を拡大していくことを

求めてきており、今後もこのような方向性で

取り組んで行きたい。 

政 策 推 進 室 １ 提言活動等 

・国への提言等 

 ・地域主権改革の動向等を踏

まえながら、地方としても対

応を検討 

【取組結果】 

平成 21年度政府予算提言・要望

等の中で分権型社会の実現に向け

て、国の関与の廃止や税財源の移

譲の推進などを求める取組を行っ

た。 

【取組結果】 

平成22年度政府予算提言・要

望等の中で分権型社会の実現に向

けて、国の関与の廃止や税財源の

移譲の推進などを求める取組を行

った。 
また、「平成22年度国の施策等に

関する提言書」により一括交付金制

度の創設や地方税源の充実・強化を

求める取組を行った。 

【取組結果】 

・地域主権戦略大綱に一括交

付金化の方向性を明記。 

・制度設計に当たって、知事

会と連携しながら地方の提言

を実施。 

・第一段階として、投資補助

金が一括交付金化され、5120

億円の「地域自主戦略交付金

(仮称）」が創設。 
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分権推進のための課題解決の工程表について【政策地域部（旧地域振興部）】 

№ 発言者 発言内容（要旨） 対応の方向等 担当室課 
工程表 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 

1 行政と住民の協働について 

８ 熊 坂 

委 員 

○ 住民との協働を推進するために、住民や住

民団体が行政に参加し、その役割を担えるよ

うにすべき。そのため、情報公開などの透明

性の確保とともに、その意思が十分に反映で

きる仕組みの構築が必要である。 

○ 宮古市は、住民の参画と協働を原則とし、

住民、議会、市の役割や責務と、東北で初の

常設型の住民投票制度を規定した自治基本条

例を公布したが、引き続き具体的な住民の参

画、協働と住民投票制度について、それぞれ

条例を整備し、真の住民主体の行政を進めた

い。 

○ 住民主体の行政を進めるために、人材育成

が必要と感じている。 

○ 県においては、住民主体の地域づくり支

援するため、「草の根コミュニティ」の維

持・再生等に取り組むこととしており、草

の根コミュニティ大学の開催による地域リ

ーダー育成などを行っていく。 

地 域 振 興 室 １ 人材育成 

・草の根コミュニティ大学の開催 

（本庁主体） 

 

・同左 

（振興局主体） 

 

【取組結果】 

・草の根コミュニティ大学の開催 

県内4箇所、各3回 

 延べ参加人数 156人 

【取組結果】 

・久慈地方振興局 

元気なコミュニティ倍増計画

モデル調査事業 

・二戸地方振興局 

地域づくり塾事業 

【取組結果】 

・盛岡広域振興局 

 地域コミュニティ活性化支援

事業 

・県南広域振興局 

 地域コミュニティ活性化事業 

・沿岸広域振興局 

 けせん地域協働推進事 業 

 釜石地域まちづくり協働推進

事業 

・県北広域振興局 

 元気なコミュニティ倍増計画

事業 

 カシオペア連邦里創プロジェ

クト 

９ 佐々木 

委 員 

○ 『住民やＮＰＯ・コミュニティとの協働』

が推進されてきたが、指定管理者制度を例に

しても、『自治体の経費節減』ありきである

。そこで働く職員が、やりがいを持ち、家族

を養いながら働けるだけの報酬を得られない

現実を知った上で、真の住民との協働を考え

てほしい。 

○ 県では、自治会等の地縁組織、ＮＰＯ、

企業など、多様な主体との協働が進むよ

う、分析しながら住民に情報提供と普及啓

発を行う。特に、行政と共に地縁組織やＮ

ＰＯ等が公共サービス提供の担い手である

こと、また、協働の目的は、自治体の経費

節減が主眼ではなく、質が高く柔軟なサー

ビスの提供にあることについて理解が進む

ようにしていく。 

なお、指定管理者制度については、今後

もより質の高いサービスの提供や、効率的

・効果的な施設運営を推進する取組みを進

めていく。 

NPO・文化国際課 

（ 管 財 課 ） 

１ 情報提供・普及啓発 

・協働推進マニュアルの普及 

・協働事業の事例集の運用 

・協働事業の実施・評価 

・協働事業の情報提供、普及啓発 

 

・協働推進マニュアルの評価見

直し 

・協働事業事例集の活用 

・民間主体による協働事業への

支援 

・協働の普及啓発 

 

【取組結果】 

・協働推進研修会(職員・一般)の実

施 

・協働事例の収集：２３事業 

・協働事業表彰（知事賞）：３事業 

・協働推進マニュアルに基づく協働

事業の評価を実施：各事業 

・情報誌やホームページによる協働

事業の情報提供、普及啓発：情報

誌(年４回)、ホームページ（随時

） 

【取組結果】 

・協働推進研修会(職員・一般)

の実施 

・協働事例の収集：１７事業 

・協働事業表彰（知事賞）：６

事業 

・協働推進マニュアルに基づく

協働事業の評価を実施：各事

業 

・情報誌やホームページによる

協働事業の情報提供、普及啓

発：情報誌(年４回)、ホーム

ページ（随時） 

【取組結果】 

・市町村長等トップセミナー

の開催 

・協働事例の収集：２３事業 

・協働事業表彰（知事賞） 

：６事業 

・協働推進マニュアルに基づ

く協働事業の評価を実施：各

事業 

・情報誌やホームページによ

る協働事業の情報提供、普及

啓発：情報誌（年４回）、ホ

ームページ（随時） 
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２ 指定管理者制度等 

・指定管理者施設が提供するサービ

スのモニタリング、効果検証 

・第２期指定管理者制度の導入 

・第２期指定管理者制度の導入の際

に、公の施設の必要性等の検証 

  

【取組結果】 

・指定管理者制度導入施設の管理運

営の評価の導入 

・指定管理者施設の点検の実施（56

施設･機関） など 

【取組結果】 

・指定管理者制度導入施設の管

理運営の評価の実施・公表 

【取組結果】 

・指定管理者制度導入施設の

管理運営の評価の実施・公表 

・指定手続等条例の改正（２

月議会提案予定） 

・指定管理者制度ガイドライ

ンの見直しの検討 
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分権推進のための課題解決の工程表について 【政策地域部（旧地域振興部（地域企画室権限移譲、振興局再編担当））】 

 

№ 発言者 発言内容(要旨) 対応の方向等 担当室課 
工程表 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 

１ 市町村･県･国の役割分担のあり方について 

10 相 原 

平 木 

委 員 

【道州制との関係】 

○ 都道府県制度は、中間的な存在であり、道

州制を意識した上で、国・県・市町村（基礎

自治体）の役割を考えるべきではないか。 

 

○ 道州制については、第28次地方制度調査会、道州制ビジ

ョン懇談会、自民党道州制推進本部等で検討が行われてき

たが、その姿や仕組みも明確とはなっていない。いずれに

しても、市町村の役割は拡大する方向にあることを踏ま

え、市町村と県の役割分担を整理していく。 

市町村課 １ 役割分担の検討 

・分権会議の開催 

・検討部会の開催 

 

 

 

 

【取組結果】 

・二重行政、関与の現状把握と

解決方策の検討 

・市町村と県の施策を協議・調

整する場の設置に向けた検討 

【取組結果】 

・水平補完（共同処理）方

策の検討 

・政策調整会議のモデル設

置による市町村と県の二重

行政の解消、連携・協働の

あり方の検討 

【取組結果】 

・６月に示された地域主権

戦略大綱を踏まえ、義務付

け枠付けの廃止、ひも付き

補助金の廃止等に向けた取

り組み 

11 熊 坂 

北 村 

稲 葉 

高 橋 

委 員 

【役割分担のあり方】 

○ 補完性・近接性の原理と市町村優先の原則

を基に、スピード感を持って見直すべき。 

○ 県と市町村の役割分担（地方自治法２条③

⑤）について、岩手県に関して言い直す必要

がある。県に権限がある事務の意味につい

て、県は、法律を所与とせずに考える必要が

ある。 

○ 県と市町村の役割分担は、政策領域ごとの

経緯や事情を踏まえながら、全体の枠組みと

して他の政策領域とも共有できる枠組みを検

討する必要がある。 

 

○ 岩手県権限移譲等推進計画で定めている、市町村と県の

役割分担の考え方を基本として、市町村と県で協議してい

く。 

○ 検討部会で個別政策領域ごとの望ましい役割分担を明ら

かにした上で、各政策領域が共有できる全体最適な枠組み

ができるよう、検討部会が相互に連携調整しながら取り組

んでいく。 

２ 情報収集 

・情報収集、分析 

  

【取組結果】 

・他県（京都府、大阪府など）

の取組みを情報収集、分析 

・実地調査（千葉県、外務省に

おける事業仕分け） 

【取組結果】 

・大阪市、静岡県の事業仕

分けの実施調査 

【取組結果】 

・国の動向についての情報

収集 

・北海道・東北における広

域連携についての情報収

集 

 

12 熊 坂 

高 橋 

委 員 

【二重行政の解消等】 

○ 市町村と県の間における二重行政や過度の

関与を検証し、速やかに解消すべきである。 

 

○ 岩手県分権推進会議や検討部会において、具体的な解決

方策等の検討を行って、二重行政の解消や関与の是正に向

けた取組みを進める。 

市町村課 １ 方策検討 

・分権会議の開催 

・検討部会の開催 

・国等への提言 

  

【取組結果】 

・二重行政、関与の現状把握と

解決方策の検討 

・市町村と県の施策を協議・調

整する場の設置に向けた検討 

【取組結果】 

・水平補完（共同処理）方

策の検討 

・政策調整会議のモデル設

置による市町村と県の二

重行政の解消、連携・協

働のあり方の検討 

【取組結果】 

・各広域局への政策調整会

議の設置 

・地域主権戦略大綱を踏ま

え、義務付け枠付けの廃

止、ひも付き補助金の廃

止等に向けた取り組み 

２ 情報収集 

・先進事例の調査、分析 

  

【取組結果】 

・他県（京都府、大阪府など）

の取組みを情報収集、分析 

・実地調査（千葉県、外務省に

おける事業仕分け） 

【取組結果】 

・大阪市、静岡県の事業仕

分けの実施調査 

【取組結果】 

・北海道・東北における広

域連携についての情報収

集 

 



 7  

分権推進のための課題解決の工程表について 【政策地域部（旧地域振興部（地域企画室権限移譲、振興局再編担当））】 

 

№ 発言者 発言内容(要旨) 対応の方向等 担当室課 
工程表 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 

13 小 野 

平 木 

相 原 

小笠原 

鈴 木 

高 橋 

委 員 

【県による補完】 

○ 市町村が、自己責任・自己決定の原則の下

に施策を展開できるように支援すべき。 

○ 合併していない市町村など、地域ごとの事

情や条件の違いに応じて、県は補完していく

べき。 
○ 県は、シンクタンク機能、専門性を強化し

て、市町村のバックアップやアドバイスをす

る必要がある。 

 

○ 市町村が単独で担うことが困難な事務については、事務

処理の共同化等を検討のうえ、必要に応じて県が適切に補

完していく。 

○ 今後の県の役割として、シンクタンク機能や専門性は極

めて重要であり、今後、具体的な強化の方策を検討してい

く。 

政策推進室 

 

市町村課 

１ 人的支援 

・分権推進ＷＧの設置、検討 

・ポイント式一括移譲制度の見

直し 

 

・実施に向けた検討 

 

 

 

・新たな支援方策の検討 

 

 

【取組結果】 

・分権推進ＷＧの報告書作成 

・事務の定着に向けた処理体制

の構築等（派遣終了後の体制

の事前確認等） 

【取組結果】 

・ポイント式一括移譲制度

の見直し（ポイント積算

期間の見直し等） 

【取組結果】 

・ポイント式一括移譲制度

による職員派遣の実施 

 

２ 人事交流 

・人事交流の実施 

 

 

 

 

【取組結果】 

・７名の人事交流を実施 

【取組結果】 

・６名の人事交流を実施 

【取組結果】 

・11名の人事交流を実施 

 

２ 県から市町村への権限移譲のあり方について 

14 稲 葉 

川 村 

熊 坂 

多 田 

平 木 

相 原 

委 員 

【移譲対象事務のあり方】 

○ 移譲対象事務は、住民や市町村の意見を反

映しながら、市町村に相応しいものとするべ

き。 

○ 住民の利便性の向上、市町村の創意工夫の

発揮、効率性や完結性、の視点が必要であ

る。 

○ 町村は、一般的には権限を欲しがっていな

い。モノによりけりだと認識してもらいた

い。 

○ 移譲後の状況によっては、移譲事務を返上

することを認めるべき。 

 

○ 権限移譲は、住民の利便性の向上と、住民に近いところ

に自己決定権をおくことにより、自治の充実を目指してい

るものである。 

○ 市町村は、県でなければできない広域的事務等を除き、

住民に身近な行政サービスの向上に結びつくように配慮し

ながら、市町村への移譲対象とすべき事務権限を検討して

いく。 

○ 事務権限の返上については、岩手県権限移譲等推進計画

でも記載しており、必要に応じて協議を行う。 

政策推進室 

 

市町村課 

１ 権限移譲の推進 

・権限移譲推進プログラムの策

定 

・権限移譲モデル市町村の選定 

 

・権限移譲推進プログラム

の見直し 

 

 

 

 

 

 

 

【取組結果】 

・プログラムは全35市町村で

策定予定（HP公表） 

・モデル市町村を新たに2団体

追加（延べ5団体） 

【取組結果】 

・プログラムの随時見直し

の実施 

・モデル市町村に対する支

援の継続 

【取組結果】 

・地域主権改革対応した権

限移譲のあり方の検討 

・モデル市町村に対する支

援の継続 

２ 人的支援 

・分権推進ＷＧの設置、検討 

・ポイント式一括移譲制度の見

直し 

 

・実施に向けた検討 

 

 

 

・方策の実施 

 

 

【取組結果】 

・分権推進ＷＧによる検討 

・事務の定着に向けた処理体制

の構築等（派遣終了後の体制

の事前確認等） 

 

 

 

【取組結果】 

・ポイント式一括移譲制度

の見直し（ポイント積算

対象期間等） 

【取組結果】 

・ポイント式一括移譲制度

による職員派遣の実施 
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分権推進のための課題解決の工程表について 【政策地域部（旧地域振興部（地域企画室権限移譲、振興局再編担当））】 

 

№ 発言者 発言内容(要旨) 対応の方向等 担当室課 
工程表 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 

15 小 原 

熊 坂 

委 員 

【市町村への支援体制】 

○ 市町村に移譲された事務の研修や相談の仕

組みを検討すべき。  

○ 市町村が積極的に権限移譲を受けられるよ

うに、手厚いサポート体制を構築すべき。 

 

○ 権限移譲推進プログラムを策定するなかで、移譲の前後

を通じた研修会の実施など、支援方策等を検討していく。 

○ 専門職員の人材育成等を検討する分権推進ＷＧを立ち上

げるなど、人的支援について検討していく。 

市町村課 

 

３ 人事交流 

・人事交流の実施 

 

 

 

【取組結果】 

・７名の人事交流を実施 

【取組結果】 

・６名の人事交流を実施 

【取組結果】 

・11名の人事交流を実施 

16 熊 坂 

小 原 

委 員 

【財源措置等】 

○ 権限移譲に伴う財源については、所要額を

適正に措置するために、不断に見直すべき。 

○ 権限移譲に伴い、関連する団体や事業等へ

の補助金が削減されるべきではない。 

 

○ 県における処理状況等を踏まえて、適正な算定方法によ

り、市町村事務処理交付金を措置する。 

○ 補助金については、個別に検討していく。 

市町村課 

 

４ 財源措置 

・市町村事務処理交付金の交付 

・個別課題への対応 

  

【取組結果】 

・市町村事務処理交付金の交付

（約66百万円） 

【取組結果】 

・市町村事務処理交付金の

交付（約77百万円） 

【取組結果】 

・市町村事務処理交付金の

交付（94百万円程度の見

込） 

17 北 村 

多 田 

役 重 

稲 葉 

委 員 

【移譲対象事務の評価・検証】 

○ 望ましい権限移譲であるか、成果はどう

か、検証すべきではないか。 

○ 市町村職員を通じて住民の声を改善につな

げるなど、移譲後も住民視点で検証できる仕

組みを作るべき。 

 

○ 移譲された事務については、移譲後の相談支援や研究会

の場などにおいて、効果や課題などについて検証を行って

いく。 

市町村課 

 

１ 検証作業 

・移譲後の相談支援 

・研究会等の開催 

 

 

 

 

【取組結果】 

・権限移譲に係るアンケートの

実施（県南局） 

・新たな研究会等の発足（盛

岡、一関、大船渡） 

【取組結果】 

・権限移譲に係るアンケー

トの実施と対応策の検討 

【取組結果】 

・権限移譲に係るアンケー

トの実施と対応策の検討 

18 

 

北 村 

委 員 

○ 財源移譲がないかぎり分権推進はできない

という主張ばかりを繰り返す市町村には未来

はない。今の法環境を最大限に生かして活動

する市町村や、汗をかいた市町村を県は優遇

すべき。市町村が自主的・自立的に活動でき

るようなインセンティブを県は用意すべき。 

○ 県では、市町村と連携し、市町村の申請する特定地域に

企業の集積が進むよう様々な優遇措置を設けた「特定区域

における産業の活性化に関する条例」（平成18年3月）を

制定しているが、今後、先進県の事例も参考にしながら取

り組んでいく。 

政策推進室 

 

市町村課 

 

 

 

１ 情報収集等 

・他県の情報収集、政策立案 

  

【取組結果】 

・5市町村に対して、モデル

交付金を交付。 

 【取組結果】 

 

 

２ 人材育成 

・職員研修（政策法務研修等） 

  

【取組結果】 

・政策法務研修の実施 

【取組結果】 

・政策法務研修の実施 

【取組結果】 

・政策法務研修の実施 

３ 市町村の広域連携のあり方について 

19 熊 坂 

平 木 

委 員 

○ 市町村は、個別に受け入れが難しい事務で

も、周辺等の市町村の連携（一事務組合な

ど）を通じて担えるよう連携を強化すべき。 

○ 市町村が単独で担うことが困難な事務については、事務

処理の共同化等を検討のうえ、必要に応じて県が適切に支

援していく。 

政策推進室 

 

市町村課 

 

１ 方策検討 

・分権推進ＷＧの設置、検討 

 

・実施に向けた検討 

 

・新たな支援方策の検討 

【取組結果】 

・分権推進ＷＧによる検討 

【取組結果】 

・岩手県分権推進会議にお

ける検討 

【取組結果】 

・地域主権改革の動向を踏

まえた検討 
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分権推進のための課題解決の工程表について 【政策地域部（旧地域振興部（地域企画室権限移譲、振興局再編担当））】 

 

№ 発言者 発言内容(要旨) 対応の方向等 担当室課 
工程表 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 

４ 分権改革の進め方について 

20 鈴 木 

佐々木 

平 木 

熊 坂 

相 原 

稲 葉 

委 員 

【関係者間の共通認識】 

○ 住民、国、県、市町村の納得（共通理解）

が得られるよう議論への参加機会の確保、議

論過程の透明性の確保が必要である。 

○ 幅広い議論を促すためにも、国会議員や報

道関係者、一般国民に至るまで、提言の方策

を検討すべき。 

○ 市町村の意識改革のため、市町村長・職員

に対しての学習や研修を行う必要がある。 

○ 市町村と県の分権推進に向けた正式な協議

の場を設置することを検討すべき。 

○ 県職員は、できれば勤務地に住んで、地元

を理解する必要がある。 

 

○ ホームページやマスコミへの情報提供、各地域ごとに分

権推進セミナーを開催するなど、県民や関係者の議論への

参加機会を設けていく。 

○ 岩手県分権推進会議として提言すべき事項について、

様々な機会を捉えて、提言活動を行っていく。 

 

○ 検討部会に市町村のメンバーを加え意識を共有するとと

もに、研修等についても、可能な限り支援していく。 

○ 市町村と県の協議の場の設置について、岩手県分権推進

会議などで検討していく。 

○ 県職員が市町村長のまちづくりに対する考え方を聞く場

を設けることを検討する。 

政策推進室 

 

市町村課 

 

１ 普及啓発 

・ホームページの更新 

・マスコミへの情報提供 

・分権推進セミナーの開催 

 

 

 

 

 

【取組結果】 

・会議資料や議事録等をホーム

ページに掲載 

・記者クラブ等へ情報提供 

・岩手県分権推進セミナーの開

催（北上、盛岡、久慈） 

【取組結果】 

・会議資料や議事録等をホ

ームページに掲載 

・記者クラブ等へ情報提供 

・岩手県分権推進セミナー

の開催（奥州、釜石） 

【取組結果】 

・会議資料や議事録等をホ

ームページに掲載 

・記者クラブ等へ情報提供 

 

２ 提言活動 

・国等、関係機関への提言活動 

  

【取組結果】 

・必要に応じて提言を実施 

【取組結果】 

・必要に応じて提言を実施 

【取組結果】 

・必要に応じて提言を実施 

３ 方策検討 

・分権会議事務局で検討 

 

 

 

・実施に向けて検討 

【取組結果】 

・市町村と県の施策を協議・調

整する場の設置に向けた検討 

【取組結果】 

・政策調整会議のモデル設

置による検討 

【取組結果】 

・各広域局への政策調整会

議の設置 

５ 今後の振興局等のあり方について 

21 熊 坂

佐々木 

委 員 

○ 基本的に屋上屋を架したり、住民から見て

分かりにくい行政のあり方は止めるべき。 

○ 単なる進達機関であれば、二重行政にも繋

がり不要。振興局での自己完結性を高めるべ

き。 

○ 沿岸圏域において、生産者は良いものを消

費者に届ける努力をしており、分権型社会へ

の移行により不利益を被ることなく、より生

産意欲を向上させるように取り組んでほし

い。 

○ 効果的に施策を展開できる体制を構築するため、平成22

年4月に4つの広域振興圏全てにおいて広域振興局体制に

移行することとしており、市町村や住民、関係団体等と意

見交換を重ねながら、望ましい広域振興局体制が構築でき

るよう検討する。 

政策推進室 

 

１ 基本的考え方 

・素案の公表 

・住民、市町村等との意見交

換 

 

・実施案の公表 

 

 

・4広域振興局体制への移

行 

 

【取組結果】 

・素案(6月)、中間報告(12月)

の公表 

・地域説明会の開催（延べ42

回実施） 

【取組結果】 

・実施計画(9月)等の公表 

・振興局設置条例の改正(9

月議会) 

・地域説明会の開催（延べ

28回実施） 

【取組結果】 

・広域振興局体制のフォロ

ーアップ 

 

 

  ２ 体制整備 

・課題等があれば随時対応 
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分権推進のための課題解決の工程表について 【政策地域部（市町村課）】 

 

№ 
発 言

者 
発言内容(要旨) 対応の方向等 担当室課 

工程表 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 

１ 地方分権型社会に求められる自治体の姿などについて 

22 小 笠

原 委

員 

○ 地域の実態に合わせた地域づくりや限界

集落などの問題に対応するためには、地方

の自立が必要であり、そういう中での地方

分権のあり方を考えることが必要と考え

る。 

○ 地域の自立のため、県では市町村総合補助金、

地域振興推進費による地域づくりの支援、草の根

コミュニティの維持・再生に取り組む。併せて、

市町村の行財政基盤の強化が必要であり、その方

策の一つとして、市町村合併の推進に取り組んで

いく。 

→合併特例法がH22.3に改正され、平成22年度以降

は、地域が自主的に取り組む合併を支援すること

とし、県の積極的関与は廃止。 

市 町 村 課 １ 方策実施 

・市町村総合補助金、地域振興推

進費による支援 

・草の根コミュニティ大学の開催 

・市町村合併の推進 

  

【取組結果】 

・宮古市・川井村合併協議会の設

置 

【取組結果】 

・宮古市・川井村の合併 

・一関市・藤沢町合併研究会

の設置 

【取組結果】 

・一関市・藤沢町合併協議会の

設置 

23 小 野 

委 員 

○ 県の役割は、広域行政と補完事務であ

り、市町村合併によりフルセットで権限移

譲が進むことが理想的ではないか。そのた

めには税源移譲が必要。県や市町村のほ

か、住民が直接行政サービスを行うための

予算を確保してほしい。 

○ 市町村が、自助努力による財源確保に取り組む

とともに、必要な財源を確保するため、交付税の

充実確保と財源調整機能の強化、地方税の偏在是

正などについて、国に強く働きかけていく。 

市 町 村 課 １ 提言活動 

・国への提言 

  

【取組結果】 

・平成21年度政府予算提言、要望

実施 

【取組結果】 

・平成22年度政府予算提言、

要望実施 

【取組結果】 

・平成23年政府予算提言、要望

の実施 

24 北 村 

委 員 

○ 「分権時代だから職員の意識改革が必

要」とだけ言って、その後のフォローまで

考えない首長の自治体には、改革は期待で

きない。職員は、どうすればよいかわから

ない。個人の意識改革の前提には「組織の

意識改革」が必要であることを理解し、意

思決定システムの改革を実現せよ。 

○ 各市町村において、それぞれ個人や組織の意識

改革等に取り組むこととし、県としては市町村の

取組みが円滑に進むよう必要な支援を行ってい

く。 

市 町 村 課 １ 方策実施 

・人材育成の支援 

  

【取組結果】 

・県と市町村との相互交流7名 

・市町村派遣研修職員要綱による

研修８名 

【取組結果】 

・県と市町村との相互交流6名 

・市町村派遣研修職員要綱に

よる研修８名 

【取組結果】 

・県と市町村との相互交流11名 

・市町村派遣研修職員要綱によ

る研修７名 

25 熊 坂 

委 員 

○ 市町村は、権限移譲を受け入れ、地方分

権を推進するためには相当の覚悟と気概が

必要である。自己完結能力の向上と、行財

政基盤の強化・確立に努めるべき。さら

に、補完性の原則の下に、国、県同様に事

務事業を徹底的に見直し、住民や住民団体

と積極的に協働すべきである。 

○ 地方分権の推進には、市町村にも住民に

も相応の負担を伴う。住民、首長、議会が

理念を共有して推進して行くべき。 

○ 市町村による事務事業の徹底した見直しや、市

町村と住民や住民団体との協働は、市町村におい

て実施されるべきであるが、県としても可能な限

り支援していく。 

 

○ 住民、首長、議会が理念を共有して分権に取り

組むことは、基本的に市町村の役割であるが、県

としても可能な限り支援していく。 

市 町 村 課 １ 市町村の行財政改革等への助

言 

・市町村行財政ドックによる課題

解決支援 

・集中改革プラン等の実行支援 

・人材育成の支援 

 

 

（「市町村行財政コンサルテ

ィング」に改称） 

 

 

 

【取組結果】 

・行財政ドック実施 12団体 

・集中改革プランフォローアップ

調査、進捗状況公表 

【取組結果】 

・行財政コンサルティング実施

延べ13団体（うち公募2団

体） 

・集中改革プランフォローア

ップ調査、進捗状況公表 

【取組結果】 

・行財政コンサルティング実施

14団体（うち公募２団体） 

・集中改革プラン実施状況の調

査、公表 

２ 権限移譲の推進 

・権限移譲推進プログラムの策定

（全市町村） 

 

 

 

 

【取組結果】 

・全市町村プログラムの策定 
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分権推進のための課題解決の工程表について 【政策地域部（市町村課）】 

 

№ 
発 言

者 
発言内容(要旨) 対応の方向等 担当室課 

工程表 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 

26 佐 々

木 

委 員 

 

○ 行政でも企業でも、その評価は、数値目

標の達成状況でみられることは承知してい

る。しかし、この分権推進に関しては、根

本的な部分、『何故地方分権が必要なの

か。市町村職員は何をなすべきか。住民の

生活はどう変化し、何が便利になり、どん

な不利益が生ずるのか。』等々について、

十分な議論（学習）がないのではないか。 

○ 市町村合併でも権限移譲でも、数値目標

の達成により、住民生活が変わったのか実

感できない。市町村職員と共に住民の意識

向上にも取り組む方法を考えてはどうか。 

○ 意識改革・啓発は極めて重要と認識しており、

各市町村において、こうした取組みが円滑に進む

よう必要な支援を行っていく。 

市 町 村 課 １ 意識啓発等 

・市町村が行う意識啓発等への支

援 

  

【取組結果】 

・行財政ドックにおける助言 

 12団体 

 

【取組結果】 

・行財政コンサルティングに

おける助言 延べ13団体 
 

【取組結果】 

・行財政コンサルティングおけ

る助言 延べ14団体 

 

 

２ 市町村の広域連携について 

27 稲 葉 

川 村 

 

鈴 木 

委 員 

○ 市町村でも、医療保険のような地域特性

がないものは、どんどん連携した方がい

い。 

○ 現在、一部事務組合等により、市町村の

広域連携が行われており、道州制が避けら

れなければ、さらに、連携を強固にしてい

くべき。 

○ 市町村ごとにやれば効率性は失われ、例

えば、市町村の共同の事務処理が考えられ

る。その場合、住民サービスの部分は住民

の意見を反映し、行政の部分は効率性と専

門性を発揮できるように進めるべき。 

○ 基礎自治体である市町村の行財政基盤の強化の

ため、合併の推進に取り組んでいるが、広域内で

の処理のあり方についても研究していく。 

 

→合併特例法がH22.3に改正され、平成22年度以降

は、地域が自主的に取り組む合併を支援すること

とし、県の積極的関与は廃止。 

 

市 町 村 課 １ 方策検討 

・分権推進ＷＧの設置、検討 

 

・実施に向けた検討 

 

・新たな支援方策の検討 

【取組結果】 

・分権推進ＷＧによる検討 

【取組結果】 

・分権推進ＷＧによる検討 

【取組結果】 

・行財政検討会議における議論

の情報収集の実施 

２ 定住自立圏構想の導入への助

言 

・情報提供、助言 

  

【取組結果】 

情報提供 

・総務省主催説明会（H20.8） 

 ７市参加 

・市町村からの問合せへの対応 

４市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組結果】 

情報提供 

・財政措置、先進事例等に係

る情報提供 

・総務省主催セミナー

（H22.1） 

 ２市町参加 

【取組結果】 

情報提供 

・総務省主催緑の分権化改革等

セミナー（H22.5）4団体参加 

・総務省主催セミナー（H22.9）

参加 
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分権推進のための課題解決の工程表について 【政策地域部（市町村課）】 

 

№ 
発 言

者 
発言内容(要旨) 対応の方向等 担当室課 

工程表 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 

３ 市町村合併の推進のあり方について 

28 小 野 

委 員 

○ 一部事務組合は、間接的であり、住民の

声が届きにくいので、市町村が力をつけて

いくよう、合併構想対象市町村などの形を

全員が目指す方向性を模索するべきであ

る。 

○ 平成19年8月に岩手県合併推進審議会に対して

「合併市町村における合併効果の検証」、「合併

協議会設置勧告のあり方」を諮問しており、議論

の材料を提供するとともに、地域における議論を

喚起していく。 

 

→合併特例法がH22.3に改正され、平成22年度以降

は、地域が自主的に取り組む合併を支援すること

とし、県の積極的関与は廃止。 

 また、岩手県合併推進審議会は、H22.3廃止。 

 

 

市 町 村 課 

 

１ 合併協議会設置の推進 

・合併推進審議会答申の地域説明

会などによる住民や議会への情

報提供、働きかけ 

 

 

 

 

29 多 田 

委 員 

○ 高齢者福祉、母子保健、精神保健、児童

福祉などは、いつのまにか市町村の権限に

され、勉強しろ、専門職を配置しろ、でき

なければ合併せよというやり方は疑問であ

る。 

○ 行政サービスは、住民に身近な市町村で完結す

るよう、今後とも権限移譲を進める必要があり、

市町村合併等による行財政基盤の強化に取り組ん

でいく。 

 

→合併特例法がH22.3に改正され、平成22年度以降

は、地域が自主的に取り組む合併を支援すること

とし、県の積極的関与は廃止。 

【取組結果】 

・宮古市・川井村合併協議会の設

置 

・地域説明会の実施 39回 

【取組結果】 

・宮古市・川井村の合併 

・一関市・藤沢町合併研究会

の設置 

【取組結果】 

・一関市・藤沢町合併協議会の

設置 

２ 合併協議会への支援 

・新市町村合併支援プランに基づ

く支援 

 

 

 

30 平 木 

委 員 

○ 市町村の体力を強め、能力を高めていく

上で、国が旗を振ってきた従来の市町村合

併の続きのような印象の取組みではなく、

あくまで県内のそれぞれの取組みをベース

に、岩手県らしい地方分権の姿を早く描き

出していく方向で進めてほしい。 

○ 合併推進構想をたたき台として、将来のまちづ

くりについて、今まさに地域での議論を行ってい

ただきたいと考えており、県は住民が的確に判断

できるよう、必要な材料を提供していく。 

 

→合併特例法がH22.3に改正され、平成22年度以降

は、地域が自主的に取り組む合併を支援すること

とし、県の積極的関与は廃止。 

【取組結果】 

・宮古市・川井村合併協議会への

市町村総合補助金による支援と

職員派遣 

【取組結果】 

・一関市・藤沢町合併研究会

への市町村総合補助金によ

る支援 

【取組結果】 

・一関市・藤沢町合併協議会へ

の市町村総合補助金による支援

と職員派遣 

３ 人事交流 

・人事交流の拡大 

  

31 佐 々

木 

委 員 

○ 市町村の体力を強め、能力を高めていく

上で、国が旗を振ってきた従来の市町村合

併の続きのような印象の取組みではなく、

あくまで県内のそれぞれの取組みをベース

に、岩手県らしい地方分権の姿を早く描き

出していく方向で進めてほしい。 

○ 合併推進構想をたたき台として、将来のまちづ

くりについて、地域での議論を行っていただくた

め、県は住民が的確に判断できるよう、必要な材

料を提供していく。 

 

→合併特例法がH22.3に改正され、平成22年度以降

は、地域が自主的に取り組む合併を支援すること

とし、県の積極的関与は廃止。 

 

○ 県と市町村の人事交流は、今後とも一層の効果

が挙がる よう取り組んでいく。 

 

 

【取組結果】 

・県と市町村との相互交流7名  

・市町村派遣研修職員要綱による

研修８名 

・人事交流の拡大の検討 

【取組結果】 

・県と市町村との相互交流6

名  

・市町村派遣研修職員要綱に

よる研修８名 

 

【取組結果】 

・県と市町村との相互交流11名 

・市町村派遣研修職員要綱による

研修７名 
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分権推進のための課題解決の工程表について 【政策地域部（市町村課）】 

 

№ 
発 言

者 
発言内容(要旨) 対応の方向等 担当室課 

工程表 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 

４ 市町村への過剰な関与の是正等について 

32 相 原 

委 員 

○ 国や県から市町村への調査ものは、調査

結果とそれがどのように利用されたかを全

市町村の共有財産として公開・共有すべ

き。 

○ 現在も県のホームページなどで調査結果を公表

し、市町村、県民と共有しているが、関係部局と

も連携して、より積極的に公開していく。 

市 町 村 課 １ 情報提供等 

・県ホームページ等での公表 

・市町村の行財政の「見える化」

の推進 

・行財政情報の公開の推進 

  

【取組結果】 

・県ホームページでの市町村の行

財政情報の公表 

・市町村の行政サービスの比較結

果（見える化）公表 

【取組結果】 

・県ホームページでの市町村

の行財政情報の公表 
 

 

 

 

【取組結果】 

・県ホームページでの市町村の

行財政情報の公表 

 

33 熊 坂 

委 員 

○ 通達等による過剰な関与、事実上十分に

活用されていない知事等への報告や、国、

県で重複する調査等の廃止・簡素化等を行

えば、本来の市町村の仕事に労力を使え

る。（活用方法が不明な報告の例⇒地方自

治法に基づく知事に対する条例の制定・改

廃、予算に関する報告など。） 

○ 御指摘のとおりであり、法定の事項について

は、国への制度改正要望を行う。 

市 町 村 課 １ 提言活動 

・制度改正要望 

  

【取組結果】 

・（平成19年度において緊急提言

を実施） 

【取組結果】 

・地方分権改革推進計画（平

成21年12月）において義務

付け・枠付けの見直しが決

定 

 （予算、決算の報告、条例

の制定・改廃の報告等） 

【取組結果】 

・地域主権改革関連３法案等に

おける義務付け・枠づけの見直

し（継続審議） 

 

５ その他 

34 相 原 

委 員 

○ これからの県と市町村のバランスを考え

ると、この先、市町村で採用した職員が、

県という市町村の連合的な組織の中で働く

ようになっていくことが必要ではないか。 

○ 現在も、県への研修派遣制度や地方振興局（現

在は、広域地方振興局）と市町村との人事交流を

実施しているが、市町村の職員が一層広域的な視

点で業務を遂行することが重要となっており、さ

らに人事交流等を充実させていく。 

市 町 村 課 １ 方策実施 

・人事交流の拡大 

  

【取組結果】 

・県と市町村との相互交流７名  

・市町村派遣研修職員要綱による

研修８名 

・人事交流の拡大の検討 

【取組結果】 

・県と市町村との相互交流６

名  

・市町村派遣研修職員要綱に

よる研修８名 

【取組結果】 

・県と市町村との相互交流11名 

・市町村派遣研修職員要綱によ

る研修７名 
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分権推進のための課題解決の工程表について 【保健福祉部】 

 

№ 発言者 発言内容(要旨) 対応の方向等 担当室課 
工程表 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 

１ 後期高齢者医療広域連合に対する県の対応について 

35 稲 葉 

委 員 

○ 後期高齢者医療広域連合については、県も

準備段階では共同で参加したものの、設立後

は手を引いた。むしろ広域連合との関係性を

強めた方が実効性があがるのではないか。県

としての果たすべき役割など、高い目標設定

がほしい。 

○ 法の趣旨に則り、平成20年４月から施行された後期

高齢者医療制度の円滑な実施に向け、後期高齢者医療

広域連合の更なる自立的な運営の確保を支援していく

観点からも、広域連合が行なう業務に対し必要な助

言・支援を行っていく。 

なお、広域連合が抱える課題等について、県におい

て共有し、国に要望する体制を構築するなど、相互の

連携を図りながら必要な支援を行っていく。 

○ 広域連合への県職員の派遣については、広域連合の

考えを伺ってきているところであるが、今般、広域連

合から派遣の要望があったことから、来年度からの派

遣に向けた具体的な検討に着手しているところであ

る。 

⇒ 要望を踏まえ、平成21年度から2年間、県職員1名

を広域連合に派遣（駐在）し、業務運営を支援するこ

ととした。 

   

健 康 国 保 課 １ 実施体制づくりの促進 

・国の動向、苦情等の把握、他県

の運営状況等の情報提供と情報

等に基づく助言 

 

 

 

【取組結果】 

広域連合と連携の上、国の動向

等を速やかに市町村等に提供し、

市町村が適正な事務を行えるよう

支援をした。 

【取組結果】 

 平成 21 年度から２年

間、県職員１名を派遣(駐

在)することとしており、

広域連合の業務運営を支

援した。 

【取組結果】 

・昨年度に引き続き県職員

1名を派遣（駐在）し、広

域連合の業務運営を支援し

た。 

 

２ 助言指導体制等の整備 

・広域連合、市町村事務への助

言体制の整備と実施 

・後期高齢者医療審査会の設置に

よる公正な制度運営の確保 

  

【取組結果】 

・市町村の事務進捗等を確認し、

著しく事務が遅れている市町村に

対し助言を行い、適正な事務の執

行に努めた。 

・委員の選任、運営規定の制定を

行い、審査会の基盤を作るとと

もに、現在、8～9 月に提起され

た 121 件の審査請求について公

正な審査を行っているところ。 

【取組結果】 

・市町村事務の支援を

目的として、マニュア

ルを作成し、実地にお

いて助言指導を行っ

た。(９市町) 

・平成 21 年度において

は、審査請求書は提出

されていないこと。 
 

【取組結果】 

・広域連合に対する事務の

支援を目的として、マニュ

アルを作成するとともに、

助言指導監督実施要綱を策

定し、これを基に、実地に

おいて広域連合及び14市町

村への助言指導を行った。 

・平成22年度においては、

審査請求書は提出されてい

ないこと。 

３ 財政安定の推進 

・各種負担金等の適切な執行によ

る支援 

・財政安定化基金の設置 

  

【取組結果】 

一部の負担金を除き（国の要綱

の制定遅延による）、要綱を制定

し、本制度の基盤を作った。 

 

 

 

 

 

【取組結果】 

・法定負担金について適

正に執行した。 

・ ・基金についても２

年目の積み増しを行

い、給付増等のリス

クに備えている。 

【取組結果】 

・法定負担金について適正

に執行した。 

・基金についても、計画的

に積み増しを行い、給付増

等のリスクに備えている。 

 



 15  

分権推進のための課題解決の工程表について 【保健福祉部】 

 

№ 発言者 発言内容(要旨) 対応の方向等 担当室課 
工程表 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 

４ 制度円滑施行の促進 

・県民への制度周知 

・担当課長会議の開催、研修会の

実施等による制度運営体制の確

保 

  

【取組結果】 

・新聞に広報を掲載する等、積

極的に周知を図った。 

・広域連合と共同で、市町村職員

の新任者研修会を開催し担当者

のスキルアップを図った。 

【取組結果】 

・新聞に広報を掲載す

る等、積極的に周知を

図った。 

・広域連合と共同で、市

町村職員の新任者研修

会を開催(1回)し、担当

者のスキルアップを図

った。 

【取組結果】 

・広域連合と共同で、市町

村職員の新任者研修会を開

催（1回）し、担当者のス

キルアップを図った。 

 

２ 地域生活支援事業（障害者自立支援法）における県の役割について 

36 小 野 

委 員 

○ 自立支援法が施行され、地域生活支援事業

は市町村事業として行っているが、市町村に

よってサービス単価が大きく異なる。県に

は、県の補完的な役割として福祉の最低水準

の調整や方向性を示すことを期待している。 

 

○ 市町村地域生活支援事業については、地域の特性や

利用者の状況に応じ、柔軟かつ効率的・効果的に実施

することとされている。 

○ 実際に、各市町村の実施方法については、事業者へ

の委託又は補助形式であったり、また、利用者負担に

ついては独自減免を実施したりするなど、市町村の判

断により様々な形態をとっていることから、県から一

律にサービス単価の基準等を示すことは、県の役割に

なじみにくい。 

○ 市町村間格差是正の観点から、今後、各市町村の実

施形態を把握し、その状況を情報提供していく。 

 

※ なお、国においては、現行の障害者自立支援法を廃

止し、応能負担を原則とした新たな法律の整備を検討

していることから、今後、この検討内容を注視してい

く。 

障がい保健福祉課 １ 事業実施状況の把握 

・任意事業、必須事業別に各

市町村の実施状況の調査 

  

【取組結果】 

調査実施済 

【取組結果】 

調査実施済。 

【取組結果】 

調査実施済。 

 

２ 必須事業未実施市町村への

助言 

  

【取組結果】 

事業未実施市町村の状況確認

と実施に向けた助言を実施 

【取組結果】 

 事業未実施市町村(７)の状

況確認と実施に向けた助言を

実施した。 
 

【取組結果】 

事業未実施市町村(3)の状

況確認と実施に向けた助

言を実施した。 

 

 

 

 

３ 実施状況の公表 

調査結果について公表

し、自律的調整の助言 

 

 【取組結果】 

調査結果について、ホーム

ぺージで公表し、地域間の格

差が是正されるよう働きかけ

を実施した。 

【取組結果】 

調査結果について、ホー

ムぺージで公表予定(年度

内)。 
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分権推進のための課題解決の工程表について 【保健福祉部】 

 

№ 発言者 発言内容(要旨) 対応の方向等 担当室課 
工程表 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 

３ 地域介護・福祉空間整備等交付金における国の規制について 

37 熊 坂 

委 員 

○ 地域介護・福祉空間整備等交付金の地域密

着型サービスについて、国の制度が、がんじ

がらめになっているので、国に対して制度改

正を要望していく必要がある。 

○ 市町村交付金においては、地域密着型サービスの基

盤整備を行う場合、賃貸借では補助対象とならない等

の課題があることから政府予算要望において要望して

いく。 

⇒ H21～23年度の地域密着型サービスの基盤整備につ

いては、一定の要件を満たせば賃貸借による整備も補

助対象とされたが、引き続き市町村等の要望を把握し

ながら対応していく。 

長 寿 社 会 課 １ 提言活動 

・国に対する要望 

（H21年度厚生労働省関係重点事

項要望書） 

  

 

 

 

 

 

【取組結果】 

Ｈ21 年度からの介護報酬改定作

業が行われており、地域密着型サ

ービス等の基準等の見直しも検討

されている。 

【取組結果】 

H21～23 年度の施設整備

を行うために創設された

基金事業において、一定

の要件を満たせば賃貸借

による整備も補助対象と

なったほか、単価の増額

等の拡充が図られた。 

【取組結果】 

 Ｈ24年度以降の介護保険

制度に対する社会保障審議

会の意見書が公表された

が、地域密着型サービスの

指定事務の簡素化等の見直

しについて言及されてい

る。 

 

 

 

 

４ 民間保育施設の補助における国・県の対応について 

38 相 原 

委 員 

○ 民間保育所を新改築する場合の補助につい

て、市町村が補助することが、国の補助条件

となっているが、市町村が補助できない場合

には、民間事業者から苦情が来る。市町村が

補助できない場合でも、国が補助できるよう

にすべきである。 

○ 民間保育所の新改築補助に関する国の条件（市町村

が補助することを要件）の見直しについては、国、保

育所の負担割合も含め、市町村において、国に対し要

望していくのであれば、県としても連携して取り組ん

でいく。 

児 童 家 庭 課 １ 提言活動等 

・市町村の意向確認 

（必要に応じ国への提言等） 

  

 

 

 

 

 

【取組結果】 

国の条件の見直しについて、こ

れまでのところ市町村からの要望

はないが、引き続き意向を把握し

ていく。 

【取組結果】 

国の条件の見直しにつ

いて民間保育所整備に係

る協議の際に市町村の意

向把握に努めているが、

これまでのところ市町村

からの要望はない。 

【取組結果】 

国の条件の見直しについ

て民間保育所整備に係る協

議の際に市町村の意向把握

に努めているが、これまで

のところ市町村からの要望

はない。 
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分権推進のための課題解決の工程表について 【保健福祉部】 

 

№ 発言者 発言内容(要旨) 対応の方向等 担当室課 
工程表 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 

５ 医師確保対策について 

39 相 原 

委 員 

○ 医師の確保について、大学の医局だけに頼

らず県の力で対応できるような仕組みをつく

って欲しい。 

○ 平成18年9月に医師確保対策室を設置（平成21年

度医師支援推進室に改組）しており、県として引き続

き即戦力医師の招へいに取り組んでいく。 

○ 県の医師確保対策アクションプランにより、引き続

き総合的な対策に取り組んでいく。 

○ 「岩手県地域医療対策協議会」（構成団体：岩手

県、市町村、岩手医科大学、岩手県医師会、岩手県国

民健康保険団体連合会、県立病院ほか）を平成16年

12月に設置しており、同協議会の運営を通じて今後と

も地域医療を担う医師の養成・確保と定着の促進等を

図っていく。 

医師支援推進室 

医 療 推 進 課 

１ 施策実施 

・医師支援推進室による即戦力

医師の招へい 

・医師確保対策アクションプラ

ンの推進 

・「岩手県地域医療対策協議会」

の運営（医師養成・確保・定着

促進策の検討、医師派遣・配置

調整等） 

  

【取組結果】 

・医師確保対策室による即戦力医

師の招へいは6名。 

・岩手医大定員増に対応する奨学

金制度の拡充や臨床研修医の受

入れ拡大、女性医師就業支援

等、総合的な取組を実施。 

・岩手県地域医療対策協議会は今

年度2回開催予定（10月に1回

開催済）。養成医師の派遣・育

成方針や勤務医の勤務環境改善

等について協議を行っている。 

【取組結果】 

・医師支援推進室による

即戦力医師の招へいは

10名。 

・勤務医の離職防止や業

務負 

 担の軽減を図るため、

医療機関における勤務

環境の改善や処遇の改

善などの取組に対すす

る支援を行った。 

・岩手県地域医療対策協

議会は今年度2回開催

予定（11月第1回開

催）。医師養成事業等

これまでの取組み状況

について報告、意見交

換を行った。 

【取組結果】 

・医師支援推進室による即

戦力医師の招へいは13名

（平成22年12月末現

在）。 

・勤務医の勤務環境の改善

や処遇改善などへの支援

を行った。 

・地域医療を担う総合診療

医育成プログラムを開始

した。 

・岩手県地域医療対策協議

会は2月に開催し、医師

養成事業等のアクション

プランに係る取組み状況

について報告、意見交換

等を行う予定。 
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分権推進のための課題解決の工程表について 【農林水産部】 

 

№ 発言者 発言内容(要旨) 対応の方向等 担当室課 
工程表 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 

１ 農地転用について 

40 川 村 

委 員 
○ 農地転用（農地法）、農業振興地域

の整備に関する法律（農振法）、都市

計画法との整合性を図るよう、国に対

して要望していく必要がある。 

○ 国の地方分権改革推進要綱（第1次）で

は、20年秋に予定される農業振興地域及び農

地制度の改革に当たり、国の権限の移譲、関

与の廃止・縮小を図る方向で検討を行うとさ

れており、県としても農業振興地域等の土地

利用に関し、都道府県の主体性・自主性が確

保される仕組みが構築されるよう対応してい

く。 

農業振興課 １ 情報収集等 

・国の制度改正の内容を注視

し、必要があれば国に対して要

望等を実施 

  

【取組結果】 

国の制度改正についての情報

収集を実施 

 

【取組結果】 

国の制度改正についての情報収集

を実施 
①21年12月に施行された国の農地制
度改革は、担い手への農地の利用集
積の促進や優良農地の確保の面で
有効であるものの、地方が求める方
向での見直しは行われなかったことか
ら、地方六団体として引き続き見直し
を求めていく。 

②県では、21年９月に「岩手県農地再

生・活用対策本部」を組織し、耕作放

棄地の再生利用等を図り、収益性の

高い産地づくりや農業経営の高度化

に関係機関・団体と一体で取り組ん

でいるところ。 

【取組結果】 

国の制度改正についての情報収集を実

施 

地域主権戦略大綱（平成22年6月22日

閣議決定）において、農業振興地域の整

備に関する法律について、「都道府県の農

業振興地域整備基本方針の公表に係る

規定は、努力・配慮義務化する。市町村が

農業振興地域整備計画を策定する場合

における案の縦覧の期間に係る規定は、

例示化する。」とされたが、地方が求める

方向での見直しは行われなかった。 

 地方六団体として引続き見直しを求めて

いく。 

41 多 田 

平 木 

委 員 

○ 農地転用については、段階的にでは

なく、早急に権限移譲を進めるべき。 

 

○ 市町村の主体的・自主的な取組みを促す観

点から、平成19年度より、2ha以下の農地転

用許可権限の市町村への移譲を推進している

ところである。 

○ 2ha超4ha以下の農地転用許可の国への事

前協議を廃止するよう要望しているところで

あり、事前協議が廃止されれば、市町村へ移

譲する。 

農業振興課 １ 移譲事務の検討 

・権限移譲推進プログラムの策

定（35市町村） 

 

・権限移譲推進プロ

グラムの策定（34

市町村） 

 

【取組結果】 

プログラム策定の支援 

【取組結果】 

プログラムの実行支援 

【取組結果】 

プログラムの実行支援 

 

 

２ 提言活動 

・2ha超4ha以下の農地転用を許

可する際の国への事前協議を廃

止するよう要望 

  

【取組結果】 

国に対する提案を実施 

（H20.6.5：部単独提案） 

【取組結果】 

国に対する提案を実施 

（H21.6.4：部単独提案） 

【取組結果】 

国に対する提案を実施 

（H22.7.27：政府予算提言・要望） 
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分権推進のための課題解決の工程表について 【農林水産部】 

 

№ 発言者 発言内容(要旨) 対応の方向等 担当室課 
工程表 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 

２ 農業委員会の必置規制について 

42 平 木 

委 員 

○ 農業委員会の必置規制の廃止を国に

提言すべきである。 

○ 農地法等法令業務の客観性の確保や農地の

権利移動等の円滑な調整の観点から、農業委

員会には一定の役割が認められているところ

である。 

また、国の地方分権改革推進要綱（第1

次）では、農業委員会の組織運営について、

「地方自治体のより弾力的な運用を図る観点

から、必要な措置を講じる」としており、

「弾力的な運用」等の具体的な内容について

注視しながら対応していく。 

農業振興課 １ 情報収集等 

・「弾力的な運用」等不明

な点を明らかにするととも

に、国が講じる「必要な措

置」の内容を注視し、必要

に応じて国に対し提言等を

実施 

  

【取組結果】 

国の制度改正についての

情報収集を実施 

 

【取組結果】 

農業委員会の運営円滑化につい

て、国に提案を実施（H21.6.4：部単

独提案） 
①国の農地制度改革では、農業委員会の役
割の増大が見込まれたことから、県では、21
年６月に農業委員会の運営円滑化について
国に提案を実施。 

②21年12月に施行された改正農地法の附則
で「農業委員会の組織・運営の検討と必要な
措置を講じる」ことが規定されたところであ
り、引き続き情報収集を行い、提言等行って
いく。 

 

【取組結果】 
国の制度改正についての情報収集を実施 

①農業委員会の役割の増大に伴い、

新たに担うこととなる事務を適切か

つ円滑に執行できるよう「農地制度

実施円滑化事業費補助金」により必

要な支援を行っている。 

②国の「規制・制度改革に係る対処方針」

（平成22年6月18日閣議決定）において

「農業委員会が、より一層、農地の保全に

資する客観的・中立的で公正な判断を行

い、効率的かつ透明な組織となるよう、組

織、構成員、担うべき機能の見直しや、それ

に変わる対応のあり方についての検討に早

期に着手し、結論を得る。」としていることか

ら、引続き、国の動向を注視し、必要に応じ

て提言等を行っていく。 
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分権推進のための課題解決の工程表について 【県土整備部】 

 

№ 

発 言

者 
発言内容(要旨) 対応の方向等 担当室課 

工程表 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 

１ 都市計画に関連する業務の移譲について 

43 稲 葉 

委 員 

○ 都市計画の用途区域の変更は、市町村が希望

しても移譲されていない現状であり、対応を検

討して欲しい。 

○ 都市計画制度については、国において順次、抜本的な

見直しを進めることとしており、その一部が新地方分権

一括法に盛り込まれる予定。今後、この見直しの内容を

踏まえた対応が必要になると考えている。 

なお、都市計画法において、知事は「１つの市町村の

区域を超える広域の見地からの調整を図る観点」及び

「県が決定する都市計画との適合を図る観点」から、市

町村が決定する都市計画への協議同意を行うこととされ

ており、この同意が廃止された場合、これら２つの観点

からの調整機能をどのように確保していくかが課題とし

て残る。 

都 市 計 画 課  １ 方策検討 

 

 

 

 

・見直し内容を踏まえて対

応を検討 

【取組結果】 

 

 

 

 

 

・法改正に伴い、今後、国

が「都市計画運用指針」の

見直しを行うことから、そ

の内容を踏まえて、対応を

検討する。 

 

（参考:国等における動き） 

 

○ 第１次勧告（Ｈ20.5.28 地方分権改革推進委員会） 
・ 平成21年度を目途に予定されている都市計画制度の抜本的な見直しの際には、地域の実情に通じた地方が自

らの判断と責任でまちづくりを進めていくことを基本。 

・ 市による都市計画決定に当たって、都道府県との同意を要する協議については同意を廃止。 

 

○ 地方分権改革推進要綱（第１次）（Ｈ20.6.20 地方分権改革推進本部） 
・ 都市計画制度の抜本的見直しに当たっては、国の利害や都道府県による広域の見地からの調整に留意しつつ、

地域の実情に通じた基礎自治体が自らの責任と判断で都市計画決定を行うとの観点から、都道府県から市町村へ

の権限移譲等を進める方向で検討を行い、平成21年度を目途に実施する。 
 

○ 第２次勧告（Ｈ20.12.8 地方分権改革推進委員会） 
・ 都市計画制度の抜本的見直しに当たっては、国の利害や都道府県による広域の見地からの調整に留意しつつ、

地域の実情に通じた基礎自治体が自らの責任と判断で都市計画決定を行うとの観点から、都道府県の国への協

議・同意の廃止・縮小を行う方向で検討を行い、平成21年度を目途に実施する。 

・ 都市計画法第19条第3項、第4項（市町村の都市計画の決定に係る都道府県知事の協議・同意）：メルクマー

ル非該当 

 

○ 第３次勧告（Ｈ21.10.7 地方分権改革推進委員会） 
 ・ 都市計画法第19条第3項（市町村の都市計画の決定に係る都道府県知事の協議・同意）：市については、同意

を要しない協議を許容。町村については、同意を要する協議を許容。 

 

○ 地域主権改革推進一括法における都市計画法の一部改正（通常国会提出・継続審議） 
 ・ 市の都市計画の決定に係る都道府県知事への同意を要する協議は、同意を要しない協議とする。 
 

国において順次都市計

画制度の抜本的見直し 

地域主権改革推進一括法にお

ける都市計画法の一部改正 

（通常国会提出・継続審議） 
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分権推進のための課題解決の方向性について 【総務部】 

 

№ 発言者 発言内容(要旨) 対応の方向等 担当室課 
工程表 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 

１ 自治体における政策法務の必要性等について 

44 北 村 

委 員 

○ 「法律に対する条例の上書き権」について、

県独自の理論に基づき、法定事務の地域最適合

化のための条例を制定すべき。基本理念を構築

し、シナリオを描く必要があり、核となる職員

の政策法務能力を高める必要がある。 

○ 職員の地方分権に対する意識改革はもとよ

り、条例制定権の拡大など自治立法権の確立に

向け、職員の資質の向上を図り｢地方政府｣を担

える人材育成が急務である。 

○ 法定事務に関して条例が制定できるようにな

ったが、「どのような条例なら可能か」につい

て、不透明である。国は、「法律に規定がない

かぎり条例はできない」と考えているが、条例

ができないなら、できないという規定が必要で

ある。 

○ 「地方分権改革に伴う条例、規則等の改正指針」

（平成11年10月）等を定め、法律で規定する事務も

含め、地域最適合化のための条例の制定等を進めてき

ている。 

○ 職員の政策法務能力の向上のため、研修の充実とと

もに、「条例等の整備に関する基準」を含めた「政策

法務の手引」を作成中であり、今後更に取組み進めて

いく。 

○ 政策法務研修の一環として、行政手続法や訴訟に関

する研修を行い、職員の理解の向上を図っており、今

後もこの取組みを進めていく。 

○ 市町村が行う職員の法務能力を高める研修等につい

て、県でも支援していく。 

○ 法律で規定する事務についても、法律との調整を図

りながら、「循環型地域社会の形成に関する条例（平

成14年）」などの条例の制定等を進めてきたところで

あり、更にその取組みを進める。 

人 事 課 

法 務 学 事 課 

 

( 市 町 村 課 ） 

１ 職員研修等 

・政策法務研修 

・手引き作成（H19完了） 

・手引きの活用 

・能力開発研修体系における資

質向上のための研修の実施 

 

 

 

 

 

 

【取組結果】 

・政策法務研修 

・手引き作成（H19完了） 

・手引きの活用 

・能力開発研修において職員の

政策法務能力向上のための各

種研修を実施 

【取組結果】 

・県及び市町村のそれぞれの

職員向け法規事務研修にお

いて手引きの活用を加えて

実施 

・新任主査研修、選択研修に

おいて政策法務研修の実施 

【取組結果】 

・県及び市町村の職員向け

法規事務研修において手

引きの内容を加えて実施 

・職員の法務能力の向上等

のための情報紙を発行 
・選択研修において政策 

法務研修の実施 

２ 方策検討 

・分権推進ＷＧの設置、検討 

  

【取組結果】 

・分権推進ＷＧによる検討 

  

２ 自治体における政策法務の必要性等について 

45 北 村 

委 員 

○ 地方分権時代は、法化時代でもある。今後

は、自治体行政実務が批判的運用にさらされる

機会が増加する。行政手続法制定(1993年)、行

政事件訴訟法改正(2004年)、行政不服審査法改

正予定(2008年？) の意義を理解している自治体

職員は、ほとんどいない。現在の行政運用を

「行政ドック」に入れて診断し、不適切なとこ

ろは未然防止的に改善しないと、国家賠償訴訟

で敗訴し公金が失われ、大変なことになる。 

○ 公務員が、公務を担当するために必要な知識

を習得していない事実を認識している首市町村

長は尐ない。多くの職員は、道路交通法を知ら

ないタクシー運転手のような状態であることを

理解すべき。 

○ 県では、昨年度から、政策法務研修の一環として、

行政手続法や訴訟に関する研修を行い、職員の理解の

向上を図っており、今後もこの取組みを進めていく。 

○ 職員の研修において、行政法、政策法務、行政手続

等の講義・演習を取り入れているほか、申請に対する

処分の状況について、全庁一斉の点検を実施してい

る。 

  今後、新採用職員研修において関係の講義・演習を

拡充するほか、改正が見込まれる行政不服審査法の状

況を踏まえて必要な研修を実施する。 

○ 市町村が行う職員の法務能力を高める研修等につい

て、県でも支援していく。 

人 事 課 

法 務 学 事 課 

 

( 市 町 村 課 ） 

１ 職員研修等 

・政策法務研修 

・新任主査に対する行政手続法

等の研修の実施 

・新採用職員研修等での行政法

に関する講義の拡充 

 

 

 

 

【取組結果】 

・政策法務研修 

・新任主査に対する行政手続等

の研修の実施 

・新採用職員研修等での行政法

に関する講義の拡充 

【取組結果】 

・県及び市町村のそれぞれの

職員向け法規事務研修にお

いて手引きの活用を加えて

実施 

・新任主査に対する行政手続

等の研修の継続実施 

・新採用職員研修等での行政

法に関する講義の実施 

【取組結果】 

・県及び市町村の職員向け

法規事務研修において手

引きの内容を加えて実施 

・職員の法務能力の向上等

のための情報紙を発行 

・新採用職員研修等にお

ける行政法に関する講

義の継続実施 

２  行政手続法・条例 

・研修会の実施 

・申請処分状況一斉点検      

・マニュアルの改訂や整備 

・事務処理上の助言（随時） 
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分権推進のための課題解決の方向性について 【総務部】 

 

№ 発言者 発言内容(要旨) 対応の方向等 担当室課 
工程表 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 

【取組結果】 

・研修会の実施 

・申請処分状況一斉点検 

・事務処理上の助言（随時） 

【取組結果】 

・研修会の実施 

・申請処分状況一斉点検 

・事務処理上の助言（随時） 

【取組結果】 

・研修会の実施 

・申請処分状況一斉点検 

・事務処理上の助言（随

時） 

３ 行政不服審査法 

・法改正関連の情報収集と対応

検討 

・改正法の庁内周知・研修等 

・事務処理上の助言（随時） 

 

・審議会設置等への準備や対

応      

 

 

 

 

【取組結果】 

・法改正関連の情報収集 

・事務処理上の助言（随時） 

【取組結果】 

・法改正関連の情報収集 

・事務処理上の助言（随時） 

【取組結果】 

・法改正関連の情報収集 

・事務処理上の助言（随

時） 

４ 方策検討 

・分権推進ＷＧによる検討 

  

【取組結果】 

・分権推進ＷＧによる検討 

  

３ 分権型社会に求められる自治体職員像について 

46 北 村 

委 員 

 

○ 地方分権改革に関して、３分の１でいいから

、第１次地方分権改革の意義を正確に理解でき

る職員を作るべき。とくに管理職の意識改革は

重要である。各地の自治体行政の印象として、

課長・部長・局長の意識は、総じて「後ろ向き

」である。 

○ 「分権時代だから職員の意識改革が必要」と

だけ言って、その後のフォローまで考えない首

長の自治体には、改革は期待できない。職員は

、どうすればよいかわからない。個人の意識改

革の前提には「組織の意識改革」が必要である

ことを理解し、意思決定システムの改革を実現

せよ。 

○ 「いわて希望創造プラン」の改革編において、県民

本位の分権改革を大きな柱として位置づけており、職

員が一丸となって県民サービス向上に向けた、県と市

町村の役割分担の再構築を積極的に推進していく。 

 

○ 「いわて希望創造プラン」の改革編の柱の一つとし

て、組織パフォーマンスの向上を位置づけ、職員の意

識改革に加え、組織力を最大限に発揮できる体制づく

りに取り組むこととしている。 

人 事 課 １ 方策検討 

・最適な組織体制の構築 

・行政品質向上運動の推進 

・市町村との役割分担の再構築 

 

 

 

【取組結果】 

・各部に副部長を設置したほか

、競馬改革推進室など行政課

題に応じた組織を設置 

・質の高いサービスを提供する

ための職員の行動基準となる

岩手県職員憲章を策定 

・市町村への権限移譲 

 987項目（延べ2975事務）など 

【取組結果】 

・県民くらしの安全課を設置

するなど、行政課題に応じた

体制をスクラップアンドビル

ドにより整備 

・部局を超える事務の移管・

一元化により効率的効果的な

体制の整備 

・岩手県職員憲章の定着に向

けた取組推進 

 

【取組結果】 

・政策立案機能の強化等を図

るための本庁組織を再編整

備 

・広域振興圏の特性を生かし

た地域振興施策を推進する

ための広域振興局の体制を

整備 

・岩手県職員憲章の定着に向

けた取組推進 

・地域課題の解決に向けた能

力向上のための振興局研修

創設 

４  行政と民間の協働について 
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分権推進のための課題解決の方向性について 【総務部】 

 

№ 発言者 発言内容(要旨) 対応の方向等 担当室課 
工程表 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 

47 稲 葉 

委 員 

○ これまで官が行ってきた行政サービスを民間

がやってもいいのではないか。県の業務も同様

の視点で検討していくべきではないか。 

○ 「いわて希望創造プラン」の改革編において、民間

力・地域力が最大限に発揮される仕組みづくりとして

、岩手型の市場化テストの導入の検討や指定管理者制

度の拡充など、民間力が発揮される仕組みづくりにつ

いて取り組むこととしている。 

管 財 課 

 

政 策 推 進 室 

１ 方策検討 

・多様な主体により公共サービ

スが提供される仕組みづくり 

・岩手型市場化テストの導入 

  

【取組結果】 

・いわて公共サービスマッチン

グシステムの構築 

・協働型評価の実施（2団体 2テ

ーマ） 

・提案公募型アウトソーシング

の実施 

【取組結果】 
（提案受付・協議） 

・民間企業と包括協定の締結 

・協働型評価の実施（3団体 3

テーマ） 
（提案募集・外部委託の検討） 

・官民比較型モデル事業の実

施 

【取組結果】 
（提案受付・協議） 

・民間企業と包括協定の締

結（予定） 

 
(提案募集・外部委託の実施) 

・モデル事業による外部委

託の実施（法人二税関連業

務） 

５ その他 

48 小 野 

委 員 

○ 振興局が縮小する中、残った県の建物を市が

有効に使えるような仕組みが必要と考える。 

 

○ 振興局再編に伴い、職員が大幅に減尐した庁舎は、

近隣の市町村等とも連携し建物を有効活用する。 

なお、遠野行政センター庁舎では、平成18年度から

遠野市に庁舎の一部を貸して有効活用している。 

管 財 課 

 

政 策 推 進 室 

１ 体制検討 

・振興局再編に伴う空きスペー

ス情報等の把握 

  

【取組結果】 

現状把握の実施（振興局再編

への新たな動きがないため、現

在、空きスペースは生じていな

い。） 

【取組結果】 

関係部署と連携し、庁舎の

空きスペースの状況や利用を

希望している市町村等の情報

把握と、貸付等に係る具体的

な方法等についての検討 

【取組結果】 

 平成21年度末に策定し

た「県の庁舎の事務室等

を県以外のものに使用さ

せる場合の取扱い」に基

づき対応 

２ 市町村等への情報提供 

・ホームページ等による貸付予

定情報の提供 

  

【取組結果】 

同上 

 

【取組結果】 

各振興局等における管内市

町村への空きスペース情報

（予定）の提供と、利用希望

状況の把握 

【取組結果】 

 広域振興局体制に伴い空

きスペースについて振興局

より市町村へ情報提供し使

用許可 

・県南広域局（北上） 

ジョブカフェ、スポーツ

振興課兼インターハイ推

進室、教育研究所、夜間

臨時診療所） 

・県北広域振興局（二戸） 

消費生活センター 
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分権推進のための課題解決の工程表について 【教育委員会】 

 

№ 
発言者 発言内容(要旨) 対応の方向等 担当室課 

工程表 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 

１ 教育委員会の必置規制について 

49 平 木 

委 員 

○ 教育委員会の必置規制を廃止すべきである。 ○ 地方分権を推進する上で、地方公共団体の組織編制権

は、本来、当該団体に帰属すべきものであり、教育委員

会の必置規制は、廃止すべきと考える。 

  なお、この場合、政治的中立性を十分に確保し得る体

制となるよう、留意する必要がある。 

教 育 企 画 室 １ 提言活動 

・国への提言 

  

【取組結果】 

全国知事会「地方分権推

進特別委員会」で継続協議

中（本県ＰＴメンバー） 

【取組結果】 

全国知事会「地方分権推

進特別委員会」で継続協議

中（本県ＰＴメンバー） 

【取組結果】 

・同左 

・知事から地方行財政検討

会議において検討を喚起 

２ 教育事務所の設置について 

50 熊 坂 

委 員 

○ 教育事務所は、廃止しても支障がない。教育

委員会の一部事務組合化などにも踏み込んで議

論してほしい。 

○ 教育事務所の存廃については、人事権と給与負担及び

これに伴う財源手当ても含めた一体的な権限の移譲な

ど、まず、義務教育における県と市町村の権限のあり方

を検討すべきであり、国での検討状況等を注視する必要 

がある。 

○ 教育委員会の一部事務組合化などについては、地教行

法の改正（第55条の２）により、教育委員会の共同設置

や一部事務組合等の様々な方法を活用して体制の整備・

充実を図ることが明文化されたことから、県としても必

要な助言・情報提供等を行っていく。 

教 職 員 課 

教 育 企 画 室 

１ 方策検討 

・教育事務所の機能・体制

の検討 

・教育委員会の一部事務組

合化に係る助言・情報提

供等 

  
教育事務所再編実施 

【取組結果】 

・広域振興局体制への移行

について地域振興部との

協議を実施 

・随時対応（実績なし） 

【取組結果】 

・平成22年度から10箇所

の教育事務所を６箇所とす

る再編計画を策定した。22

年度以降、県と市町村の役

割分担及び市町村派遣・駐

在指導主事のあり方を検討

予定 

・随時対応（実績なし） 

【取組結果】 

・平成22年４月に教育事

務所を10箇所から６箇所

に再編した。指導主事の配

置のあり方について、今後

３年を目途に検討を行う 

・随時対応（実績なし） 

３ 小中学校の教職員の任命権等について 

51 相 原 

委 員 

○ 小中学校の教職員の任命権、処分権を一定以

上のレベルの自治体に移すことについて、検討

してほしい。 

○ 県費負担教職員の人事権、給与負担、学級編制及び教

職員定数に関する権限等については、全市町村に移譲す

べき。その際、人事と給与負担及びこれに伴う財源手当

ても含めて一体不可分とすべきと考える。 

○ これらは法改正が必要なことから、国に対して働きか

けを行っていくとともに、広大な県土を有する本県にあ

っては、広域での人事調整の仕組みが必要と考える。 

教 職 員 課 １ 提言活動 

・国への提言 

  

【取組結果】 

全国知事会による提案・

要望を実施（Ｈ20.7.17） 

内容：既に人事権が移譲さ

れている政令指定都市への

給与負担（とその財源）、

学級編制、教職員定数の権

限の移譲を先行実施するこ

と 

【取組結果】 

全国知事会による提案・

要望を実施（Ｈ21.7.14） 

内容：既に人事権が移譲さ

れている政令指定都市への

給与負担（とその財源）、

学級編制、教職員定数の権

限の移譲を先行実施するこ

と 

【取組結果】 

全国知事会による提案・

要望を実施（Ｈ22.7.16） 

内容：既に人事権が移譲さ

れている政令指定都市への

給与負担（とその財源）、

学級編制、教職員定数の権

限の移譲を実施すること 

 

 


